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どこに向かうのか
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⼤島堅⼀

1



内容

1. 今次のエネルギー基本計画はなぜ決定的に重要か
2. エネルギー基本計画はどのように審議されているか
3. 原⼦⼒は気候危機の解決策となるか
4. まとめ
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今次のエネルギー基本計画は
なぜ決定的に重要か
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環境危機の進⾏
• 環境問題から環境危機へ

• 進む徹底的な環境破壊
• なぜ危機か＝環境問題の拡⼤が危機的レベルへ

• 空間的拡⼤
地域 → 国レベル → 多国間 → 地球規模

• 時間の拡⼤
数⼗年規模 → 数千年〜数万年

• 被害規模の拡⼤化
巨⼤化・深刻→⽣存基盤の破壊

• 分野の拡⼤
汚染、⾃然破壊、アメニティ破壊
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気候変動問題に関する科学的知⾒
• IPCC(気候変動に関する政府間パネル）
〜 気候変動に関する科学的知⾒を収集し、とりまとめる国際機関。関連する科学者が数千⼈規模で参
加。科学と国際政治。WG1〜3がある。
• 1990年 第1次評価報告書 （→気候変動枠組条約へ）
• 1995年 第2次評価報告書 （→京都議定書へ）
• 2001年 第3次評価報告書 （→マラケシュ合意へ）
• 2007年 第4次評価報告書
• 2013年 第5次評価報告書 その他、特別報告がある。
• 2018年 1.5度特別レポート(SR15) →パリ協定を受けて対策加速

• ⼤筋の内容
• 温暖化については疑う余地がない。
• ⼈間活動が温暖化の要因である。
• 今世紀末までに0.3〜4.8℃の気温上昇が⾒込まれる。
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1.5度温暖化レポート



環境⽩書で初めて「気候危機」を取り上げる

出所：環境省(2020)「令和2年版 環境⽩書・循環型社会⽩書・⽣物多様性⽩書（概要）」6⽉、p.2
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極端現象と気候変動
• Event Attribution (EA)

• 極端現象の要因分析
• Peter Stott らの2004年の研究。2003年の欧州の熱

波と気候変動について要因分析し、90％以上の確率
で気候変動によるものであるとした。

• その後、EA研究は数多く発表されるようになった。
• World Weather Attribution

• 極端現象が気候変動に原因があるかどうか
を分析、発表するようになっている。

出所：https://www.worldweatherattribution.org/7



⼆酸化炭素の累積排出量（10億炭素トン）
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⼆酸化炭素累積排出量と、
気温上昇は⽐例する。

どんな温度であれ、
温暖化を⽌めるには、
純排出をゼロにしなければな
らない。

出所：IPCC(2014), Climate Change 2014 Synthesis Report, p.63



出所：IPCC(2018), Summary for Policymakers (Special Report on Global Warming of 1.5ºC), SPM-6

2055年に純排出量ゼロ

確実に1.5度に抑えるシナ
リオ

1.5度に抑える確実性が低
いシナリオ

2030〜2050年に
1.5度を超える



エネルギー基本計画はどのように
議論されているか
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原⼦⼒に関する政府の審議会
• 総合資源エネルギー調査会 〜 資源エネルギー庁の下の審議会
※経済産業省設置法第18条、19条で規定されている。
• 基本政策分科会 → エネルギー基本計画
• 発電コスト検証ワーキンググループ → 基本政策分科会の下に設置。発電コストにつ
いて検討

• 原⼦⼒⼩委員会 → 電⼒・ガス事業分科会の下に設置。原⼦⼒政策の実質的中⾝につ
いて審議。
※ 「原⼦⼒委員会」の権限は縮⼩された。
放射性廃棄物ワーキンググループ

• 原⼦⼒規制委員会、規制庁
• 環境省
• 原⼦⼒委員会
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エネルギー基本計画と原発
• 総合資源エネルギー調査会基本政策分科会

〜 新エネルギー基本計画を策定する作業を実施
• 2020年10⽉13⽇（第32回）「エネルギー基本計画の⾒直しに向けて」（資料）を配

布、議論開始
• 2021年5⽉13⽇（第43回） カーボンニュートラルのシナリオ分析（中間報告）を

議論して以来、開催されていない。
• 原⼦⼒⼩委員会

• 2021年2⽉25⽇（第21回）〜2021年4⽉14⽇（第23回）
• 発電コスト検証ワーキンググループ（→コスト論で検討）

• 2021年3⽉31⽇（第1回）〜 2021年4⽉26⽇（第5回）
• 毎週実施し、計算結果、最終とりまとめに向かうと考えられていたところ、1ヶ⽉以上、開催
されていない。
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原⼦⼒⼩委員会での意⾒
• ごく少数の委員を除き、ほとんどの委員が現実離れした要求や主張を繰り
返し述べている。（＝「エネルギー⼀家の家族会議」（吉岡⻫）
• 原⼦⼒発電に関する委員の意⾒例

• カーボンニュートラル：再エネだけでは無理。原⼦⼒はやはり必要。
• ⼩型炉、モジュール炉：いくつかの国で開発されはじめている。⽇本も開発すべし。
• 核燃料サイクルは実⽤段階にあり、順調。核燃料サイクルの維持・推進は不可⽋。
• すべての原発を60年運転するべき。
• 国が主導するべし。計画に盛り込むべし。新増設を書くべし。

• 論点となる部分については、「ご批判があることは存じておりますが、私
どもは●●と考えております。」などとして、異論を⼀蹴している。審議
会が、多⾯的に審議を⾏っていないと⾔える。
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具体的に提案されている政策内容
カーボンニュートラルに依拠しつつ、具体的に⽰されているのは次の
施策。
• 国から⾃治体への⽀援

• 40年超運転を後押しするもの。→具体的施策
• 廃炉後 → 「⽴地地域の将来像を議論する場」創設
※ 現時点で具体的政策無し。

• ⻑期運転のための施策実施
• 60年運転を進めることを積極的に推進。（→元々の炉規法改正の趣旨に反す

る。）
• 安全性向上のためのATENA（事業者の組織）活動強化を提⾔（→規制当局と

のコミュニケーション活発化など）
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原⼦⼒発電は、全く問題がない？

•安定供給に役⽴ち
•経済性に優れ
•カーボンニュートラルに不可⽋
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エネルギー基本計画を明確にし、
国主導で原⼦⼒開発を進めるべきである。
もし仮にこれほどよいのであれば、⺠間
事業にすべて任せればよい。
そもそも、なぜこれほど国による⽀援が
必要と主張するのか？【論理破綻】



エネルギー基本計画とは何か
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エネルギー基本計画のもともとの狙い

•エネルギー政策基本法に基づく計画
• エネルギー政策基本法 2002年成⽴
• 2002年 ⾃⺠党エネルギー総合政策⼩委員会の提⾔が基礎となってい
る
※ 同提⾔には原⼦⼒の記述が⾮常に多い。
• 2002年5⽉17⽇ 衆議院経済産業委員会 提案者が、エネルギー政策
基本法の原則を推進する上で原⼦⼒が重要な役割を果たす、と説明。
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エネルギー基本計画の変遷と原⼦⼒
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背景 安定供給性 経済性 環境適合性 原⼦⼒の位置づけ

第1次
2003年

1999年JCO事
故

○ × △ 地球温暖化対
策に資する

基幹電源
準国産エネルギー

第2次
2007年

2004、5年：
再処理、バッ
クエンド事業
に関する資⾦
確保問題。
原⼦⼒⽴国計
画（2006年）

○「供給安定性
に優れた基幹電
源であるが、度
重なるトラブル
等が⽣じると電
⼒需給の逼迫が
⽣じる懸念があ
る。」

× ○⼆酸化炭素を排
出しないクリーン
なエネルギー源

基幹電源
純国産エネルギー
2030年にむけた既設炉の建て替えのための環
境整備

第3次
2010年

⺠主党政権
鳩⼭イニシア
チブ（2020年
25％削減）

○ ○ ○運転時には温室
効果ガスの排出も
ない

供給安定性・環境適合性・経済効率性を同時
に満たす基幹エネルギー
準国産エネルギー。2020年までに9基新増設、
2030年までに14基以上の新増設。

第4次
2014年

福島原発事故
（2011年）

○ ○「発電（運
転）コスト」
が低廉

○運転時には温室
効果ガスの排出も
ない

「安全神話」に陥ったことへの反省
ベースロード電源
原発依存度を可能な限り低減

第5次
2018年

福島原発事故
（2011年）
パリ協定
（2015年）

○ ○「運転コス
ト」が低廉

○運転時には温室
効果ガスの排出も
ない

「安全神話」に陥ったことへの反省
ベースロード電源
原発依存度を可能な限り低減
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全く⾮現実的だった「原⼦⽴国計画」

出所：資源エネルギー庁（2006年）「原⼦⼒⽴国計画 総合資源エネルギー調査会 電気事業分科会 原⼦⼒部会 報告書 ⾻⼦」8⽉, p.1



21

全く⾮現実的だった「原⼦⽴国計画」

出所：資源エネルギー庁（2006年）「原⼦⼒⽴国計画 総合資源エネルギー調査会 電気事業分科会 原⼦⼒部会 報告書 ⾻⼦」8⽉, p.5
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全く⾮現実的だった「原⼦⽴国計画」：原⼦⼒推進策

出所：資源エネルギー庁（2006年）「原⼦⼒⽴国計画 総合資源エネルギー調査会 電気事業分科会 原⼦⼒部会 報告書 ⾻⼦」8⽉, p.6
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全く⾮現実的だった「原⼦⽴国計画」：既設炉

出所：資源エネルギー庁（2006年）「原⼦⼒⽴国計画 総合資源エネルギー調査会 電気事業分科会 原⼦⼒部会 報告書 ⾻⼦」8⽉, p.7
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全く⾮現実的だった「原⼦⽴国計画」：核燃料サイクル

出所：資源エネルギー庁（2006年）「原⼦⼒⽴国計画 総合資源エネルギー調査会 電気事業分科会 原⼦⼒部会 報告書 ⾻⼦」8⽉, p.9



25

⾮現実的だった「原⼦⽴国計画」:寿命延⻑と地域

出所：資源エネルギー庁（2006年）「原⼦⼒⽴国計画 総合資源エネルギー調査会 電気事業分科会 原⼦⼒部会 報告書 ⾻⼦」8⽉, p.17



26出所：資源エネルギー庁（2021）「2050年カーボンニュートラルを⾒据えた2030年に向けたエネルギー政策の在り⽅」4⽉28⽇（総合資源エ
ネルギー調査会電⼒・ガス事業分科会原⼦⼒⼩委員会第23回会合）資料1, p.9

「原⼦⽴国計画」のカーボンコピー？：⻑期運転



27出所：資源エネルギー庁（2021）「2050年カーボンニュートラルを⾒据えた2030年に向けたエネルギー政策の在り⽅」4⽉28⽇（総合資源エ
ネルギー調査会電⼒・ガス事業分科会原⼦⼒⼩委員会第23回会合）資料1, p.19

「原⼦⽴国計画」のカーボンコピー：⻑期運転



28出所：資源エネルギー庁（2021）「2050年カーボンニュートラルを⾒据えた2030年に向けたエネルギー政策の在り⽅」4⽉28⽇（総合資源エ
ネルギー調査会電⼒・ガス事業分科会原⼦⼒⼩委員会第23回会合）資料1, p.14

「原⼦⽴国計画」のカーボンコピー：核燃料サイクル



リプレース、新増設？

出所：資源エネルギー庁（2021）「2050年カーボンニュートラルを⾒据えた2030年に向けたエネルギー政策の在
り⽅」4⽉28⽇（第42回総合資源エネルギー調査会基本政策分科会、資料1）p.32

国家主導の
衰退産業維持/保護論になっている。

→ 国が介⼊したとしても
衰退産業は維持できない。

→ 本来であれば、撤退論構築が
不可避。
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原⼦⼒発電の現実
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原⼦⼒はマイナー電源へ

31出所：エネルギー⽩書2021, p.134 (https://www.enecho.meti.go.jp/about/whitepaper/2021/pdf/)

基幹電源でも
ベースロード電源で
もない。

発電量は40年以上前
の⽔準



衰退する原⼦⼒発電

出所：資源エネルギー庁（2021）「2030年に向けたエネルギー政策の在り⽅」4⽉22⽇（第41回総合資源エネル
ギー調査会基本政策分科会、資料1）p.110

1）最⼤限再稼働
2）60年運転
という楽観的想定を置いても、
衰退は避けられない。

実際の再稼働原発は残存原発
の約3分の1（913万kW)
事故前の5分の1
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衰退する原⼦⼒発電

出所：資源エネルギー庁（2021）「2030年に向けたエネルギー政策の在り⽅」4⽉22⽇（第41回総合資源エネル
ギー調査会基本政策分科会、資料1）p.110

原⼦⼒は衰退産業に
原⼦⼒事業から撤退する事業
者が相次ぐ。

→ 衰退産業の維持/保護論に
なっている。
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事故でどの程度の放射性廃棄物がでるのか

出所：⽇本原⼦⼒学会（2020）「国際標準からみた廃棄物管理─廃棄物検討分科会中間報告─」7⽉、p.19



35

福島原発事故は、これまで考えられてきた量を⼤きくこえる
放射性廃棄物をうみ出した

電気事業連合会(2007)「原⼦⼒発電施設廃⽌措置費⽤の過不⾜について（補⾜資料）」
総合資源エネルギー調査会電気事業分科会第6回原⼦⼒の発電投資環境整備⼩委員会資
料3



•原発廃⽌は、世論調査で多
数を占め続けている。
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伴英幸(2021)「第22回原⼦⼒⼩委員会への意⾒
書」第22回総合資源エネルギー調査会電⼒・ガス
事業分科会原⼦⼒⼩委員会 資料12



原⼦⼒は気候危機の解決策となるか
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菅⾸相の「カーボンニュートラル宣⾔」
• 第203回国会参議院本会議、菅義偉⾸相の所信表明演説

「我が国は、⼆〇五〇年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする、すなわ
ち⼆〇五〇年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を⽬指すことを、ここに宣
⾔いたします。」

「 鍵となるのは、次世代型太陽電池、カーボンリサイクルを始めとした⾰新的なイノ
ベーションです。実⽤化を⾒据えた研究開発を加速度的に促進します。規制改⾰な
どの政策を総動員し、グリーン投資の更なる普及を進めるとともに、脱炭素社会の
実現に向けて、国と地⽅で検討を⾏う新たな場を創設するなど、総⼒を挙げて取り
組みます。環境関連分野のデジタル化により、効率的、効果的にグリーン化を進め
ていきます。世界のグリーン産業を牽引し、経済と環境の好循環をつくり出してま
いります。」

「省エネルギーを徹底し、再⽣可能エネルギーを最⼤限導⼊するとともに、安全最優
先で原⼦⼒政策を進めることで、安定的なエネルギー供給を確⽴します。⻑年続け
てきた⽯炭⽕⼒発電に対する政策を抜本的に転換します。」
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2030年⽬標＝温室効果ガス46％減へ
• 気候サミット（2021年4⽉22⽇）での菅⾸相の国際公約

「地球規模の課題の解決に、我が国としても⼤きく踏み出します。
２０５０年カーボンニュートラルと整合的で、野⼼的な⽬標として、
我が国は、２０３０年度において、温室効果ガスを２０１３年度から
４６％削減することを⽬指します。さらに、５０％の⾼みに向け、挑
戦を続けてまいります。」

→ これまで正⾯から気候変動対策を⾏ってこなかっただけに、カーボン
プライシング、⽯炭⽕⼒廃⽌を含めた統合的施策の形成に進まざるをえな
いだろう。
→ 環境政策の下に、エネルギー政策、エネルギー⾏政を再定義する必要
がある。
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原発⽐率は10％、20％？

• 2030年⽐率案は未提⽰。
•⼀例として2050年の電源構成例をRITEが提⽰

①再エネ 100％
②原発、⽔素・アンモニア、化⽯＋CCS(脱炭素⽕⼒）
原⼦⼒：10％、20％
化⽯＋CCS：23〜35％
⽔素・アンモニア：2〜15％

40
出所： （公財）地球環境産業技術研究機構(RITE)システム研究グループ秋本圭吾・佐野史典(2021)「2050年カーボンニュー
トラルのシナリオ分析（中間報告）」総合資源エネルギー調査会基本政策分科会43回会合、資料2、p.41



IPCC SR15における排出経路の評価
• 再⽣可能エネルギー

• 1次エネルギーに占める再エネの割合は2050年に38〜88％に達する。
• バイオマス、⾵⼒、太陽光、⽔⼒の割合は、経路によって異なる。

• 原⼦⼒
• 絶対量・シェアともに増えるモデル、絶対量・シェアともに減少するシナリオがある。
• 「社会的選好によって、原⼦⼒の将来的な展開が制約されうる」ためである。
出所：IPCC (2018), Global Warming of 1.5 ℃, p.131

• つまり、数多くのモデルを評価したIPCC SR15の記述に基づけば
脱原発シナリオと気候変動対策は両⽴しうる。原⼦⼒発電量・シェアは、社会が選択でき
る。
※ IPCCは評価していないが、原⼦⼒は、資源制約（ウラン資源）があるので、いずれに
せよ再エネ100％に移⾏しなければならない。
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カーボンニュートラルに向けて
• カーボンニュートラルに向かう道は、2つある

① 省エネ・再エネによるカーボンニュートラル
② 原⼦⼒、⽕⼒（＋CCS）を含んだカーボンニュートラル

• そもそも、何を⽬指すのか？
環境破壊・⼈間破壊を起こさない社会 ＝ 環境保全型社会の構築

• 原⼦⼒固有の制約条件を考慮すれば原⼦⼒は現実解ではない。
• 原発事故リスク ＋ ⽇本の場合は福島原発事故処理
• 放射性廃棄物処分
• 資源制約
• ⾼コスト
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43

ベースロード電源としての既存電源（⽯炭・原発）は必要？

出所：⽇本原⼦⼒⽂化財団「原⼦⼒総合パンフレット2019」https://www.jaero.or.jp/sogo/detail/cat-01-02.html



44安⽥陽（2020）『世界の再⽣可能エネルギーと電⼒システム 電⼒市場編』インプレスR&D

VRE⼤量導⼊とベースロード発電



45
出所：Greenpeace (2012), Energy [r]evolution - a sustainable world 
energy outlook, 4th edition, p.37

従来の供給システム



46
出所：Greenpeace (2012), Energy [r]evolution - a sustainable world 
energy outlook, 4th edition, p.37

VRE25％まで：ベースロード発電所優先



47
出所：Greenpeace (2012), Energy [r]evolution - a sustainable world energy outlook, 4th edition, p.38

VRE25％以上：再エネ優先



48
出所：Greenpeace (2012), Energy [r]evolution - a sustainable world 
energy outlook, 4th edition, p.38

再エネ90％以上に最適化されたシステム



電⼒エリア別の再エネ⽐率（年間平均値）

49出所：環境エネルギー政策研究所（2021）「【速報】⽇本国内の電⼒需給（2020年度）における⾃然エネルギー割合」
（ https://www.isep.or.jp/archives/library/13247）より作成。

RE⽐率 VRE⽐率 太陽光 ⾵⼒ バイオ
マス 地熱 ⽔⼒

北海道 24.2% 12.4% 8.2% 4.2% 0.7% 0.3% 10.7%
東北 33.3% 13.7% 9.1% 4.6% 4.1% 1.5% 14.1%
東京 12.7% 7.1% 6.7% 0.4% 1.0% 0.0% 4.6%
北陸 34.6% 5.3% 4.4% 0.9% 1.9% 0.0% 27.4%
中部 17.5% 10.0% 9.6% 0.4% 0.0% 0.0% 7.5%
関⻄ 14.4% 5.8% 5.5% 0.3% 0.0% 0.0% 8.6%
四国 31.2% 15.6% 13.8% 1.9% 3.6% 0.0% 12.0%
中国 20.6% 12.3% 11.5% 0.8% 3.0% 0.0% 5.3%
九州 26.8% 15.8% 14.9% 0.9% 4.3% 1.5% 5.2%
沖縄 6.0% 5.5% 5.1% 0.4% 0.4% 0.0% 0.1%
全国 19.2% 9.5% 8.5% 1.0% 1.5% 0.3% 7.8%
東⽇本 17.9% 8.9% 7.3% 1.6% 1.6% 0.3% 7.1%

中⻄⽇本 20.2% 10.0% 9.4% 0.6% 1.4% 0.3% 8.5%

https://www.isep.or.jp/archives/library/13247


電⼒エリア別の再エネ⽐率（ピーク時）
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RE⽐率 VRE⽐率 太陽光 ⾵⼒ バイオマ
ス 地熱 ⽔⼒

北海道 88.2% 65.7% 58.8% 13.4% 1.2% 0.7% 31.3%
東北 108.8% 78.3% 72.8% 18.3% 16.5% 2.6% 32.1%
東京 54.9% 48.7% 47.7% 1.7% 1.9% 0.0% 10.5%
北陸 92.5% 43.6% 42.8% 4.3% 3.4% 0.0% 77.0%
中部 82.5% 73.7% 72.7% 2.0% 0.0% 0.0% 20.5%
関⻄ 46.0% 39.3% 39.0% 1.1% 0.0% 0.0% 23.5%
四国 113.7% 91.6% 87.9% 7.3% 7.0% 0.0% 33.8%
中国 97.8% 85.0% 84.7% 4.0% 6.4% 0.0% 15.3%
九州 101.1% 90.4% 90.1% 5.1% 7.7% 2.6% 17.2%
沖縄 34.2% 33.5% 33.2% 2.6% 0.8% 0.0% 0.2%
全国 69.6% 57.4% 56.4% 3.6% 2.5% 0.5% 17.6%
東⽇本 65.3% 51.9% 50.1% 5.5% 4.0% 0.6% 15.7%
中⻄⽇本 73.4% 62.5% 62.1% 2.5% 2.7% 0.5% 21.5%

出所：環境エネルギー政策研究所（2021）「【速報】⽇本国内の電⼒需給（2020年度）における⾃然エネルギー割合」
（ https://www.isep.or.jp/archives/library/13247）

https://www.isep.or.jp/archives/library/13247


2020年10⽉25⽇の九州エリアの発電量

51出所：環境エネルギー政策研究所、ISEP Energy Chart（ https://isep-energychart.com/）より作成。

https://isep-energychart.com/


2020年10⽉25⽇の九州エリアの発電量

52出所：環境エネルギー政策研究所、ISEP Energy Chart（ https://isep-energychart.com/）より作成。

https://isep-energychart.com/


電⼒会社（関⻄電⼒）による電源の組み合わせの説明
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出所：関⻄電⼒ホームページhttps://www.kepco.co.jp/energy_supply/energy/nuclear_power/nowenergy/bestmix.html



2020年6⽉23⽇の関⻄エリアの発電量

54出所：環境エネルギー政策研究所、ISEP Energy Chart（ https://isep-energychart.com/）より作成。

https://isep-energychart.com/


環境破壊を引き起こさない社会を作る
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まとめ

•今次エネルギー基本計画は2050年に向けて⾮常に重要である。
•重要な課題は、2050年に向けて環境破壊をしない社会、環境保
全型社会を築くことである。
•カーボンニュートラル、原発ゼロは、その課題の重要要素であ
る。
•原⼦⼒発電は⼤きく衰退した。残された事業は⻑く続く原発の
後始末である。
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